




























【正解と解説】

●問題Ⅲ-1
正解は④
風下開口の合計有効面積は50＋50＝100cm2である。風上開口100cm2との直列合成有効面積
は100/√2≒70.7cm2となり、約71cm2である。

●問題Ⅲ-2
正解は⑤
プルキンエ現象により、暗所視では比視感度が最大となる波長が明所視（約555nm）から
約507nmへと短波長側に移行する。波長が長い方にずれるとする記述は誤りである。

●問題Ⅲ-3
正解は②
居室の断熱性能が低いと、壁体を貫流する熱量が増加して室内側壁表面温度が著しく低下
するため、室内空気温度と壁表面温度の差は大きくなる。差が小さくなるとする記述は誤
りである。

●問題Ⅲ-4
正解は③
面密度が同じ単板ガラスと複層ガラスを比較した場合、複層ガラスは中音域で中空層の共
鳴透過現象が生じるため、単板ガラスよりも遮音性能が低下する周波数帯が存在する。

●問題Ⅲ-5
正解は①
夏型結露は高温多湿な外気が冷房等で冷やされた壁体内や床下に侵入して発生するため、
換気を増やすと外気の水蒸気が供給されて結露を助長する。換気を十分にとるとする記述
は誤りである。

●問題Ⅲ-6
正解は⑤
居室の必要換気量は、在室者の呼吸等に伴う「二酸化炭素（CO2）濃度」や各種室内汚染
物質濃度を許容基準以下に保つために算定される。酸素濃度を基準にする記述は誤りであ
る。

●問題Ⅲ-7
正解は④
CO2制御による外気量制御では、「還気（RA）または室内」のCO2濃度を計測して取入れ外
気量を調節する。給気（SA）のCO2濃度をもとに制御する記述は不適切である。

●問題Ⅲ-8
正解は②
質量流量M＝1.2×(40/3600)kg/s。顕熱負荷qs＝M×1000×(34.3−26.0)≒111W（約100W
）、潜熱負荷ql＝M×(2500×10^3)×(0.022−0.012)≒333W（約300W）である。

●問題Ⅲ-9
正解は⑤
液体吸収剤を用いる吸収式除湿装置は、装置が大がかりで特殊用途向けであり、一般空調
用として幅広く使用されているわけではない。広く使われているとする記述は誤りであ
る。

●問題Ⅲ-10
正解は②
一般的なファンコイルユニット（FCU）は冷水・温水コイルによる温度制御を主目的とし
ており、加湿器を標準内蔵するものは少なく、単独で湿度を自在に制御できるわけではな
い。

●問題Ⅲ-11



正解は③
排水立て管内を流下する汚水は速やかに終局速度に達して一定流速となるため、管径は最
上部から最下部まで同一径とするのが原則である。下階ほど大きくする記述は誤りであ
る。

●問題Ⅲ-12
正解は④
居室・廊下・階段間に間仕切り等を設けて安全な避難経路を確保する区画は防煙区画等で
あり、「避難区画」という用語およびその定義の記述は不適切である。

●問題Ⅲ-13
正解は②
におい物質は、揮発性や反応性に富む分子量300程度以下の「低分子」の有機・無機化合
物である。比較的高分子とする記述は誤りである。

●問題Ⅲ-14
正解は③
レジオネラ属菌の増殖を抑制するため、貯湯槽内の湯温は「60℃以上」に保つ能力を有す
る加熱装置を設置して運用することが求められる。50℃とする記述は不適切である。

●問題Ⅲ-15
正解は②
室容積は200m3、換気量は1,000m3/hである。10人のCO2発生量は0.2m3/hとなり、室内定常
濃度は400＋(0.2/1000)×10^6＝600ppmと算出される。

●問題Ⅲ-16
正解は⑤
建築物環境衛生管理基準は、特定建築物において良好な環境衛生を維持するための適正水
準を定めたものであり、単に最低水準の確保を目標としているとする記述は不適切であ
る。

●問題Ⅲ-17
正解は①
集中治療室（ICU）等への入室時における一律・常時の履物交換や個人用防護具（PPE）着
用は、科学的な感染防止効果が認められておらず、常時実施を義務付ける記述は不適切で
ある。

●問題Ⅲ-18
正解は④
学校環境衛生基準において、教室等の相対湿度の基準値は「30%以上80%以下」と規定され
ている。40%以上70%以下とする記述は基準値と異なり誤りである。

●問題Ⅲ-19
正解は④
硝化細菌による硝化反応（NH4+＋2O2→NO3-＋H2O＋2H+）の進行に伴い、水素イオンが生
成されてアルカリ度が消費されるため、pHは低下する。

●問題Ⅲ-20
正解は①
溶存酸素量（DO）は、水中に現に溶解している分子状酸素の濃度（mg/L）であり、「飽和
溶存酸素量から酸素消費量を減じた値」とする記述は誤りである。

●問題Ⅲ-21
正解は②
活性炭は疎水性の有機物を物理吸着することに優れているが、親水性の無機イオンである
リン酸イオンを吸着・除去することはできないため不適切である。

●問題Ⅲ-22



正解は⑤
公共用水域における生活環境項目（BOD/COD）の環境基準達成率は、流水域である河川（
約93%）が最も高く、次いで海域（約78%）、停滞水域の湖沼（約53%）の順である。

●問題Ⅲ-23
正解は③
BOD面積負荷は生物反応槽の有機物負荷指標であり、懸濁物質の物理的沈降分離を行う沈
殿槽の設計・維持管理指標としては不適切である。

●問題Ⅲ-24
正解は⑤
単一の反応槽内で汚水の流入、ばっ気、沈殿、上澄水の排出を繰り返す方式は回分式活性
汚泥法である。標準活性汚泥法とする記述は誤りである。

●問題Ⅲ-25
正解は②
産業廃棄物の排出量上位3業種は「電気・ガス・熱供給・水道業」「建設業」「農業・林
業」であり、これら上位3業種で総排出量の約7割を占めている。

●問題Ⅲ-26
正解は③
特別管理産業廃棄物管理責任者は、法に基づき特別管理産業廃棄物を生ずる「事業場ご
と」に設置することが義務付けられており、廃棄物の種類ごとに設置するわけではない。

●問題Ⅲ-27
正解は④
使用済み自動車は引取業者からまずフロン類回収業者に引き渡されてフロン類が回収さ
れ、その後に解体業者へ渡って部品回収が行われる。工程の順序が逆であり誤りである。

●問題Ⅲ-28
正解は①
炭素40mol（O2 40mol消費）、水素40mol（O2 10mol消費）の燃焼に計50molのO2が必要で
ある。ごみ中酸素15molを差し引くと理論酸素量は35molとなる。

●問題Ⅲ-29
正解は⑤
ストーカ炉は火格子上でごみを乾燥・燃焼・後燃焼させて完全に灰化させる設備であり、
灰を高温で溶融する溶融プロセスは含まれない。

●問題Ⅲ-30
正解は⑤
複数の廃棄物処理施設を同一敷地等に集合して設置する場合、相互の影響や複合影響を総
合的に評価して一体的に生活環境影響調査を実施できる。個別実施を義務とする記述は誤
りである。

●問題Ⅲ-31
正解は③
有害物質を含まない性状の安定した廃タイヤは、安定型産業廃棄物（廃プラスチック類・
ゴムくず等）として安定型最終処分場に埋立可能である。

●問題Ⅲ-32
正解は④
管理型最終処分場の構造基準において埋立地から採取・検査が義務付けられているのは、
埋立層を通過した「浸出水」や「地下水」等であり、浸透水採取設備とする規定はない。

●問題Ⅲ-33
正解は②
塩化物イオンは水中に溶解した微小な無機陰イオンであり、懸濁物質等を対象とする精密



ろ過（MF）膜では分離・除去できないため不適切である。

●問題Ⅲ-34
正解は③
産業廃棄物は広域的に移動・処理されており、都道府県域を越えた廃棄物の運搬および処
分は日常的かつ広範囲に行われている。行われていないとする記述は誤りである。

●問題Ⅲ-35
正解は②
災害廃棄物の中で早期処理が求められるのは腐敗性廃棄物や可燃物である。コンクリート
くず等の不燃物は仮置場で適宜保管・選別し復興資材等に計画的に再生利用される。


